
 1

 

 

 

 

第７回田原市市民協働まちづくり会議議事要旨 
 
１ 日 時  平成２１年１０月２０日（火）１５：００～１８：２５ 
 

２ 場 所  田原市役所北庁舎３０２会議室 
 

３ 出席者  （委 員）鈴木誠（会長）、大羽敏（副会長）小野和良、福井哲己、 

渡会登汐、石川卓哉、真野尚功、川崎政夫、森下静子、彦坂雄三、

杉浦拡の各委員 
 

       （事務局）藤井市民協働課長、鈴木市民協働副主幹、渡会 
 

４ 議 題  （１）委員の異動について 
 

       （２）市民協働まちづくり事業補助金について 
 

       （３）市民提案型協働事業について 
 

       （４）協働のまちづくりに関する意見・提案 

５ 要 旨 

 
■議事 

（１）委員の異動について 
 

□各団体における役員の変更に伴う委員の異動（１名）あり。 
 

 
（２）市民協働まちづくり事業補助金について 

 

   □今年度運用の募集要綱への確認事項に対し、各委員より各主体における考え方を報告。 

    ・同一主体による同一年度の同様の事業の取扱い 

    ・補助制度のスケジュール（交付決定の時期） 

    ・補助金の概算払い 

    ・審査における規定点数（ボーダーライン） 

    ・その他、改善に向けた意見・提案 
 

  （主な意見） 

    ○同一年度に行なう複数回の同様の事業を認めるとなると、補助上限額の設定の意味

がなくなるのではないか。 

    ○理想は４月からの事業を対象としてほしい。財務上の問題もあるのではないか。 

    ○３月募集、４月審査会、５月交付決定のスケジュールとすればよいのではないか。 

    ○概算払いは認めない。成果報告会において事業報告をした後でよいと思う。 

    ○成果報告会を２回開催すればよいのではないか。 

    ○将来、応募件数が増えたときには必要かもしれないが、現状、ボーダーラインを設

けなくてもよいのではないか。 

    ○審査点数の「０点」は補助対象とすべきでない。「１点」は補助対象として疑問が残

る。全審査員の平均点が１点台（２点未満）のものは不採択とすべきではないか。 

    ○審査は厳しく、採択されたら使いやすい制度としてほしい。 
 

   □補助事業採択団体からの意見･提案 

    今年度、本補助金制度に事業採択された団体からの提案を報告。 
 

   □平成 22 年度まちづくり事業補助金募集要綱事務局原案 

    今年度の応募状況、各方面からの意見、市の補助金見直しガイドラインを踏まえた事

務局原案を報告。委員からの意見徴集。 

  （主な意見） 

    ○補助金見直しガイドラインを本制度に完全に当てはめてしまうと違和感を感じる。

小額補助金制度の３万円という提案があったが、補助率は別として、小額でも皆の力

で事業ができれば、協働のまちづくりを目的とする本制度の主旨からして良いのでは
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ないか。 

    ○スタートアップ制度のような、団体の初期活動へ補助する制度があるとありがたい

と感じる。 

    ○スタートアップ制度にしても、本補助金はあくまでも事業費補助であり、団体運営

費補助ではない。 

    ○スタートアップへの助成はどのくらいの補助が必要で、小額でできる事業とはどの

ようなもので、どういった費用に充てられるのかイメージが湧かない。 

 

（３）市民提案型協働事業について 
 

   □田原の市民協働まちづくり方針に基づき、市民提案型協働事業（委託事業）の検討を

進める。市各課の委託事業等の状況把握から提案募集、予算措置などのスケジュール

案を報告。 
  （主な意見） 
    ○委託事業として提案を募集して、一部をまちづくり事業補助金のほうへ移そうとい

うことを考えているのか。 
   ⇒そういうことではなく、市が行なっている事業を市民団体の提案で行なうことにより、

効果が上がり、より効率的な事業展開を期待しているもの。 
 

 

（４）協働のまちづくりに関する意見・提案 
 

    □田原市社会活動災害補償制度について（事務局提案） 
     社会活動災害補償制度の現況を報告。 
     市民公益活動中の事故に対して補償する制度。現状、趣味、親睦と思われる活動に

ついても補償対象となっており、保険契約金額、事故発生件数、近隣市の取扱いを報

告し、取扱いの改善案について委員からの意見徴集。 
    ○この会議の意見を聞くよりも、市内部の見解の統一、補償対象諸団体からの意見が

必要なのではないか。 
   ⇒既に諸団体には提案済み。制度の主旨、他市の事例を参考に、田原市の現状をどのよ

うに感じるかをお聞きしたい。 
    ○保険料が高額となっており、行革の観点から保険料を抑えたいという主旨か。 
   ⇒本制度が補償する活動は社会公益活動。たとえばスポーツを目的とした団体のスポー

ツ活動中の事故が、自治会等が行う清掃活動と同様に社会公益活動として補償すべき

活動なのかというところに疑問を感じており、皆さんの意見を聞きたい。 
    ○補償の対象から外すことにするとしても、周知期間は必要。 
 

 

■その他 
  次回開催４月上旬 
 

６ 資 料  ［資料１］ 各主体の取組状況（委員連絡票） 

［資料２］ 補助事業採択団体からの意見・提案 

［資料２-１］ 補助金見直しガイドライン 

［資料３］ 市民協働まちづくり事業補助金（事務局原案） 

［資料３-１］ 市民協働まちづくり採択事業一覧表 

［資料４］ 平成２２年度まちづくり事業補助金募集要綱 

［資料５］ 市民提案型の協働事業の進め方（案） 

［資料５-１］ 市民活動団体・地域コミュニティ団体等への委託事業 

［資料５-２］ 各自治体における市民提案型協働事業の取組事例 

［資料６］ 社会活動災害補償制度について 

［資料６-１］ 社会活動災害補償制度チラシ 

以上 


